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れよう。 日本短角種の場合は, 49年 の購買人につい

てみると県外取引は 1割 に満たず,そ の流通は市場を

中心 とした狭い地域内である。二本木市場では,子牛

の発育も優れ,また地域農家での肥育牛飼養も盛んで,

肥育素牛の地域内需要も多いことから,預託牛 として

これらの農家の依頼を受けた団体による大口購買がベ

ースになって価格が高値に維持されてきたといえよう。

今後,こ ういった市場間の格差という点については,

市場開設者の運営方法 も問題にされねばならないし,

市場の機能の面か らも考察を加えたい。

次に三本木市場のセリ名簿に記載されている事項に

ついて以下の分析 を行った。 日令・体重 。価格間の単

純・偏・重相関の結果では,価格に与える影響は,雄

子牛については体重が最も大きい。雌子牛については,

日令・体重以外に血続が重視 されている。子牛登記は

むろんのこと,母牛の登録段階
'1に

みた子牛価格にも

段階的な格差がみられた (本登録 24,6万 円,予 備登録

115万 円,補助牛登記 lQ5万円,そ の他
`3万
円 4,

年結果 )。

牧野別にみた子牛価格については第 2図 に示 した。

これは,48・ 4,両年の雌雄,1平均値を単純平均 した

値を用いて比較 した。この結果によると,牧野霧1に価

格差異が一応認められた。 これは,子牛の体重に直接

影響する各牧野の繁殖時期 と草生状況 との関連が大き

第 2図  牧野別にみた子牛価格 (4 49年 )

いようである。すなわち,A・ C牧野の子牛は日令が

大きいし,B・ D牧野では一般に草生が良いといわれ

ている。今後,子 牛生産において最も重要な基盤であ

る牧野については,人工・自然草地の組合せ,適正放

牧,マキ牛の能力と牧区等 さらに検討する必要がある。
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水稲生産の作業体系と生産費

佐  藤 隆

(岩手県立農業試験場 )

1ま え が き

近年の稲作生産は,固場の基盤整備 を基本 とし機械

化対応の進展がみられる。特に田植機 。自Blヨ ンパイ

ンの急激な普及に伴って稲作の生産構造上から新たな

問題が提起 されている。 ここでは,構造改善事業の実

施された水田地帯を対魚 として稲生産の作業体系を分

析 しながら生産費低減の可能性について究明 した成果

について報告する。

2研 究 方 法

対象地区は,本県中央部の一部落 56戸 で水田面積

は 69 haで ぁる。 そこで採用されている稲生産の作

業体系は,単 一体系から,各種体系の組合せ,作業委

託などを含めると極めて多様で 24の 体系におよんで

いる。これらを,基本的な体系として第 1表のとお り

10体 系に整理 しながら, 原価比較・労働 と機械の代

替・ 規模別コストを検討 し,生産費低減の方向を究明

した。

なお,基 本 10体系の生産費は,各作業について体

系71に 3`戸 の農家の固定費・流動費・労働費を集計

し,各体系に整理 して, 107-ル 当 りに換算 したも

のである。
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第 1表  水稲生産の基本体系と生産費 (10a当 り)
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注.体系◎⑩は育苗センターから苗を購入。
コンパインとは自脱型 コンパインのことである。

3研 究 結 果

` 
基本体系

'1生

産費

体系別生産費の算出結果は,主要作業委託体系のくト

ラクター～機械移植～自脱コンパイン～カントリー>
体系が最も低 くなっている。 これは,賃料・ 料金設定

に際 して施設・ 農機具がフル活用される場合の費用 と

して計上されていること,す なわち原価を計上してい

ることが大きな要因 となっている。

逆に,最 も高い体系は自己完結としてのく耕 うん機

～手植～手刈～自然乾燥>体 系であ り,そ の費用構成

2 作業・ 体系別による規模別生産費
水稲の場合,個別・集団を問わず施設機械の利活用

がはか られているのは,主に春作業・秋作業であり,

ここではその中心 となっている3作業について各 体々

をみると労働費がきわだって多 くなっている。

なお,労働生産性と生産費 との間には,労働生産性

が高 くなるにつれて生産費が低 くなるという関係が強

くみられる。

つぎに,い くつかの基本体系について規模別に生産

費を試算してみると,第 2表のとお り小規模の場合は,

主要作業委託のく 卜～キ～コ～力′>体系が有利であ

るが,規模が大なるにつれて体系①⑦が有利となる。
ここでも体系⑤⑥は労働費がネッタとなり,規模によ

る有利性はみられない。

第 2表 体系規模月1生産費 (10a当 り)く 試 算 >

系″1に 規模による有利性を比較 してみた。

lll 耕起・代かき作業

耕 うん機 1台当 りの負担限界 6 ha(試 算 )以 下の

規模において,耕 うん機をフル稼動させることにより,
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耕 うん機体系に,よ り有利性がみ られるものの,6ha

以上においては耕 うル機は 2台体系となり, トラタタ

ー体系が有利となる (第 1図 )。

12)育 苗・移植作業

規模が大なるに したがい有利性が最も願著にみられ

るのはく苗購入～機械植>体 系であ り,育苗センター

の宙が比較的安 く生産 されていることがその要因 とな

っている。

自己完結 としてのく施設育苗～機械植>体系は,そ

の償却費負担の割合が大きく有利性は相対的に大きく

はない。<折衷苗代～手植>体系は,労働費がネック

となり他の体系に比 して l ha強 を境に高 くなってい

る (第 2図 )。

(31 刈取・乾燥・ 調製作業

この作業において規模による有利性が強 くあらわれ

るのはく自脱コンパイン～乾燥機>体 系とく自脱 コン

パイン～カントリー>体系であり,<パ インダー～自

然乾燥>体系は労働費・資材費がネッタとなり他の 3

体系に比 して 2 ha以 上において高額 となる。やはり

ここでも<手刈～自然乾燥>の手労働主体体系は労働

費が大きなネッタとなり, 12 ha強 を境に最も高額

となっている (第 3図 )。
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第 3図  刈取・ 乾燥・ 調製

5 ま  と  め

以上のことと,現状では地域的に労働力にも余裕が

あ り,施設・機械の負担能力にも余裕があることから,

兼業層を包括 した組織化,特に受委託の進展が生産費

の低減に大きな働きをするものと考えられる。

さらに,受委託の方式が とられるとするなら,技術

レベルの高い事業層によって生産対応がなされるため

に,収量・品質ともに向上することが期待され,主産

地化にもつながるであろう。
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